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推測統計学に基づく測位・測量成果の
品質管理の推進

中根 勝見（アイサンテクノロジー株式会社）

要旨
　日本の誤差論教育における測量士国家試験
問題教育に示されている内容は、19世紀に発
達した「大量のデータを前提にした集団の規則
性を記述する記述統計学」に基づいている。
具体的には、①誤差の正規分布依存②真値の
不可知③真値からの散布度で定義される標準
偏差、等が現在の推測統計学の内容と異なっ
ている。一方、公共測量作業規程の準則（以下、
単に準則という。）は、2008年に、20世紀に発
展してきた「標本に基づく母集団の母数を推定
しそれを検定する推測統計学」の成果に基づ
くISOの内容であるJPGIS（Japan Profile for 
Geographic Information Standards）を導入し
た。しかし、実際のところ、準則は、推測統
計学に完全になりきっていない。本報告は、“20
世紀に発達した推測統計学に基づくISO（JIS）
及び地理情報標準の普及が必要である。”こと
を主張している。

1．はじめに
　中根（2018）１）は、写真測量学会誌に「日本
における誤差論の歴史的考察」を発表してい
る。本報告は、その理論的内容を前提とした
ものである。
　測量成果の品質管理に関する学問的基礎は、
統計学である。ガウス（1777−1855）後、ピア
ソン（1857−1936）に代表される「記述統計学」
に進んで行った。記述統計学は、“大量のデー
タを前提にした集団の規則性を記述するもの
で、自然の語ることを謙虚に聞くという単なる
記述”であり、19世紀後半から20世紀初頭に

かけて発達したものである。20世紀に入り、
1922年のフィッシャー（1890−1962）による論文

「理論統計学の数学的基礎」を一つの時代区切
りとして、「推測統計学」と言われる時代に入っ
た（簑谷、1992）２）。推測統計学は、標本から
母集団の母数を推定し検証するもので、“自然
に対して積極的に問いかけ、その内蔵するもの
を引き出し、検証するもの”である。しかし、
推測統計学は直ちに測地学へ導入されたわけ
でなく、統計的仮説検定が、本格的に測地学
の論文及び教科書に使われるようになったの
は、20世紀後半になってからである（例えば、
Koch, 1988）３）。とりわけ計算量の多い測地学
では、推測統計学の実用化には電子計算機の
実用化が不可欠であった。
　本報告は、主として測量士国家試験問題、
準則及びISO（JIS）のような公的文献を通じて、
推測統計学時代の日本における測量成果の品
質管理を考察する。

2．測量士国家試験問題
　平成に入ってからの測量士国家試験問題を

「日本測量協会（平成27年）：測量士・測量士
補国家試験受験テキスト（以下、受験テキスト
という。）」４）及び「測量士補国家試験問題と解
答集（平成30年まで）、以下、解答集という」５）

によって調べてみる。

2.1　標準偏差の定義

　ある母集団から無作為に抽出したｎ個の標本
X1，X2，…，Xnがある。平均値をμ＝Ｅ［X］
とすると、分散σ2は式（1）で定義される。た
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だし、E［*］は期待値記号である。標準偏差は、
分散の正値の平方根である。
　　σ2=E［（X−E［X］）2］　　　　　　　 （1）
この式（1）は、日本の文部科学省の学校教育
及び統計学の教科書が教える分散で、「平均
値からの散布度」で定義されている。
　一方、受験テキストは、標準偏差として、「真
値からの散布度」である式（2）を定義している。
　　m2={Σxx}/n　　　　　　　　　　　（2）
ただし、xは、誤差（＝観測値−真値）である。
　標準偏差は、重要な品質評価の尺度である
が、日本の測量教育は、文部科学省の定義と
異なった内容になっているのである。

2.2　観測値の真値の不可知

　下枠内の文章は、解答集に示された平成12年
測量士午前No.2問Ｂ．の誤差論の出題と（回答）
である。ただし、下線は筆者によるもので、観
測値の真値の不可知を示すものである。同様
に、 平成19年午前No.2問A、 平成22年午前
No.5及び平成29年午前No.7において、「観測値
の真値の不可知」を主張する出題がある。頻
繁に出題される内容なので、測量の初学者の
脳裏に、深く刻まれているものであろう。

ある量を直接あるいは間接に測定した値と（真
値）の差を誤差という｡ 測量作業では、精密な
機器を用いて、どれほど注意を払っても、測定
した値は測定するごとにわずかに異なった値と
なるのが普通である。すなわち、（真値）を求
めることは不可能に近い｡ したがって、複数の
測定値から、最も確からしい値、すなわち（最
確値）を統計的に推定し、その誤差の大きさ
を推定する。誤差には（系統）誤差と（偶然）
誤差がある。（系統）誤差は、測距儀の器械定
数や変調周波数の変化による距離測定の誤差
など、ある規則性を持って影響する誤差である
ので、観測方法や各種補正計算により小きくす

ることが可能である。（偶然）誤差は、様々な
原因により起こる微細な誤差の集まりで、個々
の原因が特定できないので、除去することが不
可能又は困難である。また、小さい誤差の方
が大きな誤差よりも多く発生するという性質が
ある。観測者の不注意によって生じる測定値の
誤りを（過失）誤差として、誤差に含めることも
ある。

この出題に関する日本測量協会発行の模範解
答集（平成24年）６）は、“無限回の観測により真
値が得られる。神のみぞ知る本当の値である
真値”のように「真値の不可知」を解説している。
無限回の観測を前提として、平均値が真値に近
づく大数の法則が使われるのであろう。一方、
現行の準則第41条は、座標及び距離の計算結
果の表示単位は「㎜」と定めていて、真値も「㎜」
単位の表示でよい。例えば、準則の航空レー
ザ第324条（調整用基準点の測定）は、調整用
基準点の参照（真）値を規定したものであるが、
その表示単位も「㎜」である。準則は、神様が
要求する無限桁の真値を要求しているわけでは
ない。
　準則はJISの規定による、真値の実在を前提
にした平均二乗誤差（又、RMS誤差）を導入し
ているのであるから、模範解答集の解説“真値
の不可知”は準則の規定と異なった内容である。

“神のみぞ知る”のような表現は、科学が十分
発達していなかったガウス時代の空想の世界に
よるものであるように思うが、現在は真値を実
在値として扱うのである。

2.3　偶然誤差の正規分布依存

　下枠内の文章は、平成14年測量士午前No.2
問Ｂ．に示された誤差論の出題と回答である。
ただし、下線は筆者によるもので、偶然誤差
の正規分布依存を示すものである。同様に、
平成18年午前No.2問Aにおいて、偶然誤差の
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正規分布依存の出題がある。

一般に測定値は測るたびに異なる。これは測
定の誤差に起因するものである。誤差には、測
量機器が正しく機能していない場合や測定者に
固有の癖がある場合に一定の傾向で生じる（系
統誤差）と、測定者が注意しても避けることが
できず、補正することができない（偶然）がある。
こうした誤差の影響を取り除き、最も信頼でき
る値として（最確値）を求めるための手法を取
り扱うのが誤差論である。（系統誤差）はその
原因が分かれば、測定作業を注意深く行い適
切な補正を施すことで除去できる場合が多い。

（偶然誤差）は、通常、平均値が０の正規分布
に従うものとして取り扱われる。このとき、（偶
然誤差）の絶対値が標準偏差以下となる確率は

（約68％）である。

　“偶然誤差は、平均値が０の正規分布に従う
ものとして取り扱われる。偶然誤差の絶対値が
標準偏差以下となる確率は68％である。”のよ
うな偶然誤差の正規分布依存を問うた出題は、
大量の観測値を前提とした「中心極限定理」
に従う場合である。現在の推測統計学におい
ては、偶然誤差の正規分布依存を仮定する必
要はないが、信頼区間の推定や検定では、確
率分布の特定が必要なことがある（Mikhail, 
1976）７）。
　準則第37条に定められた距離測定は、2セッ
トである。実際のところ、準則に定められた
測定回数は、正規分布を仮定できる測定回数
ｎ＞30はあり得ない。このような小標本の場合、
正規分布でなく、ｔ分布が使われるのである。

2.4　19世紀の誤差論は偶然誤差が評価の中心

　19世紀の誤差論は、測定値の信頼度として、
偶然誤差を主体とした評価による「精度」を使っ
ていた。そのためか、日本の誤差論教育の品

質評価は、ほとんど「精度」で賄われている。
次章で考察するように、「正確度」が入り込む
余地は少ない。

3．精度から正確度へ
　2008年の準則の改正により、ISO（JIS）を
基準とした品質評価が導入された。この新しい
品質評価は、偶然誤差だけでなく系統誤差も
評価の対象となる「正確度」であり、その尺度
は「式（3）の平均二乗誤差（又はその正の平方
根のRMS誤差）」であって（Mikhail, 1976）７）、
ISO（JIS）及び地理情報標準等に定義されてい
る。ただし、τを真値として、β＝μ−τである。
　　M2=E［（X−τ）2］＝σ2+β2　　　　　　（3）
この平均二乗誤差は、偶然誤差（σ2）のみな
らず、系統誤差（β）が評価できるのである。
19世紀には、真値の実在を否定していたが、
JIS X 7113（2004）８）の定義は、真値は空想の
ものではなく、“論議領域を実現するものとして
採択された参照値”と実在値を定義している。
その上で、真値を基準とした正確度を定義して
いる。

【注】式（3）に示す平均二乗誤差は、国土調査法

施行令第15条別表第四で使われている平均

二乗誤差とは異なった尺度である。

　地理情報標準（第2版）入門９）は、“地理情報
の世界では正確度を確からしさの尺度にしま
す。”としている。地理情報標準（第2版）解説10）

は、第1版（地理情報化委員会、1999）11）の「位
置精度」を「位置正確度」に改正し、それは「絶
対（又は外部）正確度」及び「相対（または内部）
正確度」と定義した。
　一方、前章で見たように、日本の測量教育は、
19世紀の記述統計学の影響を強く受けたもの
で、その影響は、現在も続いているように見え
る。「絶対精度」及び「相対精度」という「精度」
用語は、測地学の教科書及びISO（JIS）の定
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義に見当たらないもので、日本の19世紀の「精
度」中心の誤差論教育の延長線上の用語使い
と思える。国土地理院のウエブサイトにおいて、

「絶対精度」及び「相対精度」で検索すると、多
くの記述が見つかる。国土地理院測地部（平成
30年）12）は、「位置情報基盤を構成するパブリッ
クタグ情報共有のための標準仕様Ver.1.1」にお
いて、“相対精度とは、近傍のタグ同士の相対
的な位置関係の誤差のことをいう。”と定義し
ているが、誤差は、偶然誤差と系統誤差によ
るものであるから、地理情報標準では「相対正
確度」と定義されているものである。又、国土地
理院報告会（平成24年）13）では、地殻の歪を「相
対精度」と呼んでいる。すなわち、2点間の測
定で発生する誤差が、その2点間の距離との相
対関係で評価されるのである。10㎞の測定で
発生する1㎝の誤差と10mの測定で発生する1㎝
の誤差を「相対精度」として誤差評価をしよう
とするものである。
　U.S. Geological Survey（2015）14）「Standards 
for Digital Elevation Models：1-Meter Digital 
Elevation Model Specification」によれば、

「accuracy」は100個所で使われ、「precision」
は4箇所で使われていているにすぎない。品質
管理の信頼度が「正確度（accuracy）」による
のであるから、accuracyの使用頻度が高いの
は当然の結果であろう。一方、準則は、257箇
所で「精度」の用語を使っているが、「正確度」
の用語は12個所に過ぎなく、正確度の普及が
滞っているように思える。例えば、車載写真レー
ザ測量の準則第112条は、「調整点の精度」とし
ている。調整点は、計測点群データに対する
JIS X 7113に定める参照点であるから、「調整
点の精度」でなく「調整点の正確度」とした方
がよいと思う。
　以上考察したように、我が国の誤差論教育
は、19世紀の「精度」に深く影響を受け、理
論的定義が曖昧なまま「絶対精度」や「相対

精度」のような用語が、執筆者の感触で使わ
れている。

4．不確かさと真値
　品質評価の信頼度として、データ集合の参照値
との近接度（closeness）である正確度（accuracy）
及び測定値の再現性（repeatability）である精度

（precision）について述べてきた。更に、第3の信
頼度である「不確かさ（uncertainty）」が使われ
始めている。例えば、JIS B 7912-1（2014）「測量
機器の現場試験手順−第1部：理論」15）が、測量
機器の品質評価に導入された。そこでの不確か
さの定義は、“用いる情報に基づき、測定対象
量に属する量の値のばらつきを特徴付ける負で
はないパラメータ”である。このように、不確
かさの尺度は「ばらつき（dispersion）」であり、
Aタイプの不確かさのばらつきの尺度として、精
度の尺度と同じ標準偏差が使われている。例え
ば、「ITRF2008に対する位置の不確かさ（1σ）
0.01ｍ」のように使われる。
　“不確かさは、従来の概念である未知である
真値を前提にするのでなく、測定されたそのも
のを用いてそれが存在する範囲データ（既知）
のばらつきから、品質評価を行うものである。”
とされている（今井秀孝、1999）16）。現実には、
真の値の代用として参照値又は合意値が用い
られる（JIS Z 8404-1,2004）17）。JIS Z 8101-2

（2015）18）は、“真の値は、理論上の概念であって、
一般的には正確には知ることができない。”として
いる。その上で、“取り決めによる真の値、合意値

（conventional true value）”及び“採択された参
照値、合意参照値（accepted reference value）”
を定めている。

6．まとめ
　測量法第1条は、国及び地方公共団体のよう
な国民の税金を使って行う測量に関して、国家
がその品質保証を行う仕組みを目的の一つとし
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ている。具体的には、第34条において測量方法、
使用測量機器及び測量結果の品質評価等を定
めている。その他、測量計画に対する国土地理
院長の助言（第36条）及び測量成果の審査（第
40条）などが定められている。
　測量法における品質管理に関する法律的仕
組みは確立されているのであるから、JPGISの
啓蒙の徹底など内容的な改善が求められてい
る。例えば、日本の初学者の測量教育の中心
的役割をになう公益社団法人日本測量協会の
文献は、先に引用した「受験テキスト」４）に限ら
ず、「現代測量学（昭和56年）」19）、「測量学事典

（平成2年）」20）及び測量関連実務書のような基
礎知識を提供する内容が、ほとんど文部科学
省の教育内容と異なる標準偏差の定義を行って
いる。これは、即刻改善する必要があると思う。
　又、準則第43条平均計算は、GNSS測量の
仮定三次元網平均計算を定めているが、平均
計算結果を評価する重要な統計量である事後
の単位重量当たりの分散の評価が定められて
いない。この評価は、推測統計学による統計
的仮説検定により行うことができる（中根、
2017）21）。
　幸い、当測量調査技術協会は、ISOにおけ
る地理情報に関する専門委員会（Technical 
Committee：TC）のメンバーでありISO/TC 211
推進の実績をもっている。当協会の活躍は、21
世紀の測位・測量成果の品質管理を取り決めた
JPGISの準則への導入の原動力となっている。
ISO19157（Data Quality）のJIS化など更なる
当協会の活躍が期待されるが、当協会の一員
である筆者は、引き続き、推測統計学の測位・
測量成果への導入を推進していきたい。
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